
障害者支援課

施設支援担当

3302

番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B4
障害福祉サービスにおけるテレワーク等導入支援事業 民生費 障害者福祉費 障害者支援費

宣言項目   

分野施策 030730 障害者の自立・生活支援

１　事業概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

なし

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源
国庫支出金 繰 入 金

決定額 0 11,250 △11,250 0 22,500

現計額 22,500 11,250 11,250 0

令和 2年度予算見積調書(9月補正予算)
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

社会福
祉費

事 業
期 間

令和 2年度～ 根 拠
法 令

新型コロナウイルス感染症緊急経済対策（令和２年４月７日
閣議決定）

　テレワークシステムを導入した就労系障害福祉サービ
ス事業所に対する費用を補助する。
（１）テレワーク導入支援事業費補助　22,500千円

補正の内容
　財源の一部に国庫補助金（交付金）が交付されること
による財源更正
　　交付金　　11,250千円
　　繰入金　△11,250千円　

（１）事業内容
　　　就労系障害福祉サービスにおけるテレワーク支援を進めることで、コロナウイルス感染症の拡大防止とともに、
　　利用者の在宅就労を推進し、障害者雇用の安定を図る。
（２）事業計画
　　　県内の就労移行支援事業所、就労継続支援事業所においてテレワークを導入する。
（３）事業効果
　　　障害者の就労環境の安定と感染リスクの縮小
（４）事業対象
　　ア　就労移行支援事業所　　 　１０７事業所
　　イ　就労継続支援事業所（A型）　４２事業所
　　ウ　就労継続支援事業所（B型）３１５事業所

　　※事業数は令和２年１月３１日現在、移行支援事業と継続支援事業は重複できる。

（５）補正予算の概要
　　　　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金が交付されることによる財源更正　交付額　11,250千円

（１）実施主体 県（国1/2　県1/2）

9,500千円×0.3人＝2,850千円

補正後の
予算額

― 福祉部 B4 ―
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